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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第33期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第34期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第33期

会計期間

自　平成20年
　　５月１日
至　平成20年
　　７月31日

自　平成21年
　　５月１日
至　平成21年
　　７月31日

自　平成20年
　　５月１日
至　平成21年
　　４月30日

売上高 (百万円) 48,161 49,337 237,674

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △414 △1,186 10,153

当期純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △680 △799 4,914

純資産額 (百万円) 29,458 32,584 34,343

総資産額 (百万円) 85,327 82,329 99,324

１株当たり純資産額 (円) 2,186.482,418.482,549.05

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △50.49 △59.38 364.84

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.5 39.6 34.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,865 △15,631 14,385

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △249 257 △6,638

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △770 △814 △1,480

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,908 12,871 29,059

従業員数 (名) 6,525 6,617 6,670

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第33期第１四半期連結累計（会計）期間及び第34期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

４　第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年７月31日現在

従業員数(名) 6,617

(注)　従業員数は就業人員（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含む。）であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年７月31日現在

従業員数(名) 5,485

(注)　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、パートタイマー及び

嘱託契約の従業員を含む。）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び売上の状況】

　

(1) 受注実績
　

事業の種類別セグメントの名称

前第１四半期連結会計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

(百万円)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

(百万円)

建設事業 42,009 32,526　(22.6％減)

　

(2) 売上実績
　

事業の種類別セグメントの名称

前第１四半期連結会計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

(百万円)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

(百万円)

建設事業 28,448 27,608  ( 3.0％減)

不動産賃貸事業 18,944 20,992  (10.8％増)

リゾート事業 541 521 ( 3.6％減)

その他の事業 227 214　( 5.5％減)

合計 48,161 49,337　( 2.4％増)

(注) １　当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２　当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 売上にかかる季節的変動について 

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が

大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく多

くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりとなります。

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工事別

期首繰越

工事高

(百万円)

期中受注

工事高

(百万円)

計

(百万円)

期中完成

工事高

(百万円)

期末繰越工事高

期中施工高

(百万円)手持工事高

(百万円)

手持工事高

のうち

施工高

(％)

手持工事高

のうち

施工高

(百万円)

前第１四半期

会計期間

(自　平成20年５月１日

 至　平成20年７月31日)

建築 153,72338,692192,416

25,436

167,036 4.5 7,529 28,563

(25,380)

当第１四半期

会計期間

(自　平成21年５月１日

 至　平成21年７月31日)

建築 166,14729,301195,449

25,435

170,067 2.3 3,915 25,032

(25,381)

前事業年度

(自　平成20年５月１日

 至　平成21年４月30日)

建築 153,723155,360309,084

143,154

166,147 2.6 4,318 143,070

(142,936)

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高にその

増減を含めております。

２　期中完成工事高の(　)内の数値は、受取設計料を除いた場合の金額を示しております。

３　期末繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。

４　期中施工高は、(期中完成工事高＋期末繰越施工高－期首繰越施工高)に一致しております。

５　上記金額は、すべて建築請負契約高であり、消費税等は含まれておりません。

６　当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用しております。これにより期中完成工事

高は3,989百万円増加しております。

　

②　完成工事高及び手持工事高

建物種別の完成工事高及び手持工事高は、次のとおりであります。

　

項目

完成工事高 手持工事高

前第１四半期会計期間
(自 平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期会計期間
(自  平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

前第１四半期会計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

金額(百万円)比率(％)金額(百万円)比率(％)金額(百万円)比率(％)金額(百万円)比率(％)

賃貸マンション 4,95019.4 3,81015.0 31,43718.8 33,94520.0

アパート 19,25575.7 19,65477.3 123,08073.7 126,60074.4

個人住宅 47 0.2 164 0.6 453 0.3 883 0.5

店舗マンション 939 3.7 1,667 6.6 10,5526.3 7,683 4.5

貸店舗 46 0.2 80 0.3 1,054 0.7 667 0.4

その他 197 0.8 57 0.2 382 0.2 287 0.2

合計 25,436100.0 25,435100.0 166,960100.0 170,067100.0

(注) １　工事は、官公庁に対するものはなく全て民間に対するものであります。入札工事はなく全て特命工事でありま

す。 

２　完成工事総額に対する割合が100分の１以上の相手先はありません。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③　兼業事業等売上高

　

項目

前第１四半期会計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％)

賃貸物件の仲介料収入 564 16.5 449 13.7

賃貸物件の管理料収入 73 2.2 76 2.3

退去補修工事売上 510 15.0 758 23.0

リフォーム工事売上 622 18.2 618 18.8

業務受託料収入 791 23.2 531 16.1

その他 850 24.9 859 26.1

合計 3,413 100.0 3,293 100.0

(注) １　賃貸物件の管理料収入のうち各保証システムに係る管理手数料収入は、次のとおりであります。

　　　前第１四半期会計期間　37百万円

　　　当第１四半期会計期間　36百万円

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下に記載した将来に関する見通しは、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

　

(1) 業績の概況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、前連結会計年度に引き続き、企業収益の低下や雇用

情勢の悪化、及び個人消費の低迷等、依然として厳しい状況のなか推移致しました。

  建設業界におきましては、金融機関の賃貸建物に対する融資姿勢の慎重さは改善の兆しを見せておら

ず、新設住宅着工戸数は前年同四半期と比較して減少しております。

  このような状況のなか、当第１四半期連結会計期間における当社グループの連結業績は、主力の当社単

独における賃貸建物の完成工事高が季節的変動要因により他の四半期連結会計期間に比べて少ないもの

の、計画に対して概ね順調に推移しており、売上高は493億３千７百万円（前年同期比2.4％増）となりま

した。利益面におきましては、営業損失13億７千３百万円（前年同期は営業損失７億２千６百万円）、経

常損失11億８千６百万円（前年同期は経常損失４億１千４百万円）、四半期純損失７億９千９百万円

（前年同期は四半期純損失６億８千万円）となりました。

  なお、事業の種類別セグメント情報は以下のとおりであり、各セグメントの営業利益又は営業損失は、

配賦不能営業費用の配賦前の数値であります。

　

（建設事業）

建設事業におきましては、当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用して

おり、完成工事高には39億８千９百万円の工事進行基準の新規適用分が加味されております。しかしなが

ら、前連結会計年度下半期の受注高が前年同期を下回ったことから完成工事高は減少しております。一

方、ナスラック㈱は水周り製品の新製品を発表する等、販売促進に注力するとともに利益率の改善に努め

てまいりました。この結果、建設事業における売上高は276億８百万円（前年同期比3.0％減）、営業利益

は０百万円（前年同期比99.9％減）となりました。

　また、当第１四半期会計期間の当社単独における受注高につきましては、景気低迷の影響を受けて293億

１百万円（前年同期比24.3％減）となりました。

　

（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業におきましては、サブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様

からの家賃収入の増加、及び管理物件数の増加により、売上高は前年同期を上回ることができました。一

方で、賃貸建物の当第１四半期連結会計期間末の入居率は92.5％となり、前年同期と比較して3.0ポイン

ト減少しております。景気低迷の影響を受け、サブリース経営代行システムの支払家賃が増加傾向にあり

ますが、入居仲介促進のための各種施策に積極的に取り組んでおります。この結果、不動産賃貸事業にお

ける売上高は209億９千２百万円（前年同期比10.8％増）、営業利益は１億９千１百万円（前年同期比

55.9％減）となりました。

　

（リゾート事業）

「東建多度カントリークラブ・名古屋」及び「東建塩河カントリー倶楽部」における入場者数は景気

低迷の影響を受けて減少しておりますが、両ゴルフ場では、平成20年10月から引き続きゴルフ会員権の販

売を行っております。この結果、リゾート事業における売上高は５億２千１百万円（前年同期比3.6％

減）、営業利益２千万円（前年同期は営業損失１千万円）となりました。

　

（その他の事業）

広告代理店業及び旅行代理店業におきましても、概ね予定どおり推移しており、その他の事業における

売上高は２億１千４百万円（前年同期比5.5％減）、営業損失は１千１百万円（前年同期は営業損失９百

万円）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローにつきましては、「現金及び現金同等物の期

首残高」290億５千９百万円から営業活動により156億３千１百万円の支出、投資活動により２億５千７

百万円の収入、財務活動により８億１千４百万円の支出があったことから、「現金及び現金同等物の四半

期末残高」は期首より161億８千８百万円減少して、128億７千１百万円となりました。

  営業活動によるキャッシュ・フローにおける主な支出は、完成工事高の減少に伴う「仕入債務の減少

額」78億２千７百万円、及び「賞与引当金の減少額」12億９千２百万円の発生であります。これにより、

営業活動におけるキャッシュ・フローは156億３千１百万円の支出となりました。

  投資活動によるキャッシュ・フローにおける主な収入は、「投資有価証券の償還による収入」10億円

があったものの、施主様に対する建設資金の貸付けによる「貸付けによる支出」４億３千３百万円等に

より、投資活動によるキャッシュ・フローは２億５千７百万円の収入となりました。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、主に「配当金の支払額」の支出によるものであり、８億１千４

百万円の支出となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループの事業上及び財産上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,888,000

計 53,888,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年９月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,472,00013,472,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
（各市場第１部）

単元株式数10株

計 13,472,00013,472,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年５月１日～
平成21年７月31日

― 13,472,000 ― 4,800 ― 16

　

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載又は記録の内容が確認で

きないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年４月30日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  　　1,490

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,470,300　　　　　1,347,010 ―

単元未満株式 普通株式　　　　210 ― ―

発行済株式総数 　　　　 13,472,000 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　　　1,347,010 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の「株式欄」には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれておりますが、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個を含めておりません。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、自己保有株式４株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東建コーポレーション
株式会社

名古屋市中区丸の内
二丁目１番33号

1,490 ― 1,490 0.0

計 ― 1,490 ― 1,490 0.0

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
５月 ６月 ７月

最高(円) 2,7303,2503,120

最低(円) 2,3002,6402,735

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
首都圏事業ブロック長
兼北関東事業ブロック長

常務取締役
首都圏事業ブロック長

加 藤    茂 平成21年９月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年５月１日から平成20年７月31日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年５月

１日から平成20年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期

レビューを受け、当第１四半期連結会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び当第１

四半期連結累計期間(平成21年５月１日から平成21年７月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について

は、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

  なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなっております。

　

３　金額の表示単位の変更について

当社の四半期連結財務諸表に記載される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載し

ておりましたが、当第１四半期連結累計（会計）期間より百万円単位で記載することにいたしました。

  なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前第１四半期連結累計期間についても百万円単位に組

替え表示しております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,458 34,646

受取手形・完成工事未収入金等 7,747 7,464

有価証券 533 1,534

未成工事支出金 3,174 3,467

その他のたな卸資産 ※1
 1,838

※1
 2,067

その他 3,860 3,622

貸倒引当金 △104 △112

流動資産合計 35,508 52,690

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 14,167

※2
 14,262

土地 15,020 15,020

その他（純額） ※2
 6,187

※2
 6,267

有形固定資産合計 35,375 35,550

無形固定資産 2,680 2,632

投資その他の資産

その他 9,067 8,787

貸倒引当金 △301 △337

投資その他の資産合計 8,765 8,449

固定資産合計 46,821 46,633

資産合計 82,329 99,324

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 19,154 26,982

未払法人税等 95 4,378

未成工事受入金 4,099 4,191

賞与引当金 903 2,196

役員賞与引当金 25 100

完成工事補償引当金 143 147

その他 7,670 9,307

流動負債合計 32,091 47,302

固定負債

役員退職慰労引当金 534 533

退職給付引当金 1,261 1,222

長期預り保証金 14,641 14,792

その他 1,215 1,129

固定負債合計 17,653 17,678

負債合計 49,745 64,981
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,800 4,800

資本剰余金 16 16

利益剰余金 27,804 29,615

自己株式 △2 △2

株主資本合計 32,619 34,429

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △41 △92

評価・換算差額等合計 △41 △92

少数株主持分 6 6

純資産合計 32,584 34,343

負債純資産合計 82,329 99,324
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成20年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
 至 平成21年７月31日)

売上高

完成工事高 28,448 27,608

兼業事業売上高 19,713 21,729

売上高合計 ※1
 48,161

※1
 49,337

売上原価

完成工事原価 19,231 18,608

兼業事業売上原価 18,792 21,021

売上原価合計 38,023 39,629

売上総利益

完成工事総利益 9,217 9,000

兼業事業総利益 921 707

売上総利益合計 10,138 9,707

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 5,358 5,582

賞与引当金繰入額 507 606

役員賞与引当金繰入額 21 25

役員退職慰労引当金繰入額 3 5

貸倒引当金繰入額 14 －

返済金保証引当金繰入額 4 －

その他 4,954 4,861

販売費及び一般管理費合計 10,864 11,081

営業損失（△） △726 △1,373

営業外収益

受取利息 38 49

保険代理店収入 100 94

負ののれん償却額 131 －

その他 89 75

営業外収益合計 361 219

営業外費用

クレーム損害金 32 9

その他 16 23

営業外費用合計 49 32

経常損失（△） △414 △1,186
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成20年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
 至 平成21年７月31日)

特別利益

賞与引当金戻入額 70 154

その他 11 88

特別利益合計 81 243

特別損失

前期損益修正損 － ※2
 18

固定資産除却損 37 9

臨時償却費 72 －

その他 34 0

特別損失合計 144 28

税金等調整前四半期純損失（△） △477 △972

法人税、住民税及び事業税 75 74

法人税等調整額 126 △246

法人税等合計 202 △172

四半期純損失（△） △680 △799

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

17/27



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年５月１日
 至 平成20年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
 至 平成21年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △477 △972

減価償却費 633 574

臨時償却費 72 －

負ののれん償却額 △131 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,042 △1,292

退職給付引当金の増減額（△は減少） 46 38

受取利息及び受取配当金 △41 △51

固定資産除却損 37 9

売上債権の増減額（△は増加） 1,117 △283

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △2,325 －

未成工事支出金の増減額（△は増加） － 293

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） － 228

仕入債務の増減額（△は減少） △3,351 △7,827

未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,247 △92

未払金の増減額（△は減少） △529 △939

未払消費税等の増減額（△は減少） － △838

長期預り保証金の増減額（△は減少） 297 △151

その他 229 △131

小計 △2,217 △11,434

利息及び配当金の受取額 40 45

法人税等の支払額 △2,687 △4,242

営業活動によるキャッシュ・フロー △4,865 △15,631

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △464 △433

貸付金の回収による収入 182 133

有形固定資産の取得による支出 △276 △240

無形固定資産の取得による支出 △153 △198

投資有価証券の償還による収入 500 1,000

差入保証金の差入による支出 △60 △39

差入保証金の回収による収入 47 64

その他 △23 △29

投資活動によるキャッシュ・フロー △249 257

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △770 △814

その他 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △770 △814

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,885 △16,188

現金及び現金同等物の期首残高 22,793 29,059

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 16,908

※
 12,871
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

会計処理基準に関する事項の

変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、請負金額１億円以上且つ工事

進捗率が10％以上の工事については工事進行基準を、その他の工事については工

事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期

間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期

連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。

　これにより、売上高は3,989百万円、売上総利益は993百万円増加し、営業損失、経

常損失及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ993百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

（四半期連結損益計算書）

「前期損益修正損」は特別損失の総額の100分の20を超えたため、区分掲記することとしました。

なお、前第１四半期連結累計期間は特別損失の「その他」に26百万円含まれております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

１  「未成工事支出金の増減額（△は増加）」及び「その他のたな卸資産の増減額（△は増加）」は、当第１四

    半期連結累計期間より区分掲記することとしました。

    なお、前第１四半期連結累計期間は営業活動によるキャッシュ・フローの「未成工事支出金等の増減額（△

    は増加）」に、「未成工事支出金の増減額（△は増加）」が△2,468百万円、「その他のたな卸資産の増減額

    （△は増加）」が143百万円含まれております。

２  「未払消費税等の増減額（△は減少）」は、重要性が増したため、区分掲記することとしました。

    なお、前第１四半期連結累計期間は営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に52百万円含まれてお

    ります。

　

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

１　たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の「その他のたな卸資産」の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を一部省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的

な方法により算定する方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末
(平成21年４月30日)

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりでありま
す。

商品及び製品 704百万円

仕掛品 300

材料貯蔵品 833

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりでありま

す。

商品及び製品 675百万円

仕掛品

材料貯蔵品

470

920

　 　

※２　有形固定資産減価償却累計額      14,601百万円※２　有形固定資産減価償却累計額      14,243百万円

　 　

　３　保証債務

　　　施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

113名 220百万円

　３　保証債務

　　　施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

121名 233百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

※１　当社グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が

他の四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく

多くなるといった季節的変動があります。

※１                    同左

　 　

※２　                  ― ※２　前期損益修正損の主な内訳は、当社における過年度

未払賃金18百万円であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,539百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△1,631

現金及び現金同等物 16,908

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,458百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△5,587

現金及び現金同等物 12,871
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年７月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年５月１日　

至　平成21年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

（平成21年７月31日）

普通株式(株) 13,472,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

（平成21年７月31日）

普通株式(株) 1,494

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年７月29日
定時株主総会

普通株式 1,010 75平成21年４月30日 平成21年７月30日 利益剰余金

　

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

21/27



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

　

　
建設事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

リゾート
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
28,448 18,944 541 227 48,161 ― 48,161

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
1 303 21 613 939 (939) ―

計 28,449 19,247 562 841 49,101 (939) 48,161

営業利益又は営業損失(△) 384 434 △10 △9 799 (1,525)△726

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業

不動産賃貸事業：不動産の賃貸、仲介及び管理に関する事業

リゾート事業：ゴルフ場及びホテル施設の運営に関する事業

その他の事業：総合広告代理店業及び旅行代理店業

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しており

ます。

これにより、当第１四半期連結累計期間における営業利益は「建設事業」が293百万円減少しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)

　

　
建設事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

リゾート
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
27,608 20,992 521 214 49,337 ― 49,337

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
35 282 24 624 966 (966) ―

計 27,643 21,274 546 839 50,304 (966) 49,337

営業利益又は営業損失(△) 0 191 20 △11 201 (1,574)△1,373

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業

不動産賃貸事業：不動産の賃貸、仲介及び管理に関する事業

リゾート事業：ゴルフ場及びホテル施設の運営に関する事業

その他の事業：総合広告代理店業及び旅行代理店業

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。

これにより、当第１四半期連結累計期間における「建設事業」の売上高は3,989百万円、営業利益は993百万円

それぞれ増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

　

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)

　

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年５月１日　至　平成20年７月31日)

　

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)

　

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末
(平成21年４月30日)

　 　

１株当たり純資産額 2,418円48銭
　

　 　

１株当たり純資産額 2,549円05銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

　
当第１四半期
連結会計期間末
(平成21年７月31日)

前連結会計年度末
(平成21年４月30日)

純資産の部の合計額(百万円) 32,584 34,343

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 6 6

(うち少数株主持分)(百万円) (6) (6)

普通株式に係る四半期末の純資産額(百万円) 32,578 34,337

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
の普通株式の数(株)

13,470,506 13,470,506

　

２　１株当たり四半期純損失

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

　 　

１株当たり四半期純損失 50円49銭
　

　 　

１株当たり四半期純損失 59円38銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
至　平成20年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

四半期純損失(百万円) 680 799

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 680 799

普通株式の期中平均株式数(株) 13,470,516 13,470,506

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年９月12日

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中

　

監 査 法 人　ト ー マ ツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　水 　野 　信 　勝　    　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　淺 　井 　孝 　孔    　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

建コーポレーション株式会社の平成２０年５月１日から平成２１年４月３０日までの連結会計年度の第１四

半期連結累計期間（平成２０年５月１日から平成２０年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会

社の平成２０年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し四

半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年９月11日

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 水　 上 　圭 　祐 　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　淺　 井 　孝 　孔　　 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

建コーポレーション株式会社の平成２１年５月１日から平成２２年４月３０日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成２１年５月１日から平成２１年７月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平

成２１年５月１日から平成２１年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会

社の平成２１年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１

四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」が適

用されることとなるため、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１受注及び売上の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

